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平面道路に面する戸建て住宅群による道路交通騒音減衰量の'

区間最頻値の簡易予測法

A simple predicting method of the highest frequency level of insertion loss 

           of road traffic noise caused by detached houses

平 栗 靖 浩*,穴 井 謙*,藤 本 一壽*

Yasuhiro HIRAGURI, Ken  ANAI and Kazutoshi FUJIMOTO

ASJ RTN-Model 2003, which is generally used for the evaluation of the Environmental Quality Standards 

for Noise in Japan, estimates the averaged noise levels as the representative value in each estimate section. 

However, the noise level of each building is greatly changed by the arrangement of buildings. Therefore, 

it is necessary for the evaluation of the Standards to take the distribution of noise levels in the estimate 

sections into consideration. From the above viewpoint, we propose a new concept to adopt the highest 

frequency level of insertion loss of road traffic noise as the representative value of each estimate section, 

and a simple method to predict the highest frequency level of insertion loss is presented based on the 

simulation of the insertion losses caused by detached houses by the authors' method (F2006).
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1.は じめに

平成11年4月 に施行 された 「騒音 に係 る環境基準」1)

では,道 路に面す る地域 における騒音は一定地域 ごとに

基準値 を超過す る建物の戸数や割合 によって評価("面 的

評価")す るこ とになってお り,ま たすべての建物につい

て騒音 レベルを測定するこ とは困難で あることか ら,騒

音 を推計す ることも認 める とされてい る.騒 音の推計 に

は建物群による騒音減衰量を求めることが必要であるが,

ASJRTN-Model20032)には 上坂 ら3)の 研究に基づ く建

物群背後 における平均的な騒音 レベル を求める方法 とし

て,(1)道 路近接建物列 と背後建物群のパ ラメータを用い

る方法や(2)街 区全体のパラメー タを用い る方法な どが示

されている.ま た,藤 本 ら4)は,よ り現実に即 した環境

評価のためには地区内の区間平均値だけではなく特定点の

値 も必要であるとの考えから,戸 建て住宅群による道路交

通騒音の減衰量の簡便な予測法F2006を 提案 している.

戸建て住宅地 においては,建 物背後の騒音 レベルは,予

測点か ら道路が見える場合 と見えない場合で異な り,そ の

ために騒音分布 は大 きな広が りを持つ2峰 性 の確率分布

となることが多い5)が,ASJMode1に 示 されている区間

平均値ではこれを適正に捉 えることができていない.た と

えば,図 一1は戸建て住宅地の騒音 レベル分布の予測例を

示すが,F2006に よる予測(右 図)で は,道 路か らの距離

が同 じ区間で も建物 の配置状況 に応 じて騒音 レベルが異

なる様子が捉 えられているが,ASJModelに よる予測(左

図)で は,道 路からの距離が同 じ区間では同 じ騒音 レベル

の値 となってお り,ASJModelの 与える"区 間平均値"が

図一1戸 建て住宅地の騒音 レベル分布の予測例
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図一2戸建て住宅群の建物配置と騒音予測点

図-3建 物の大きさと位置
図一4戸 建て住宅の配置例

評価区間内の騒音 レベルを正 しく代表 しているかどうか疑

問である。また,近 年,自 治体等 における 「騒音に係 る環

境基準」の評価は,地 理情報システムを用いて都市全域に

ついて行われ るよ うにな りつつあ り,騒 音予測の簡便 さの

重要性 が増 している.

そ こで本研究では,戸 建て住宅地を対象 に,建 物背後に

おける騒音 レベルの分布 を適正に捉 えながら,し かも計算

に必要なパラメータの少ない簡便な道路交通騒音減衰量の

予測法(「 環境基準」の"面 的評価"に 適 した騒音予測法)

を提案す ることを 目的 とする.

2.戸 建て住宅群による騒音減衰量の確率分布

環境基準 の評価対象 となる市街 地にお ける建物 の立地

状況は多種多様 であるが,本 研究では,戸 建て住宅地を対

象 とす る.す なわち,沿 道 に戸建て住宅程度の大きさの建

物群が並んでいる場合を想定 し,そ の配置を様 々に変化 さ

せた時のF2006に よる騒音減衰量をシミュレーシ ョン し,

得 られ た騒音減衰量の確率分布について検討す る.

2.1戸 建て住宅群の建物配置 と騒音予測区間

戸建て住宅群のモデル を図一2に示す.100m×60mの 地

域に様 々な大 きさの住宅が平面道路 と平行 に並んでいる

住宅地を想定 し,道 路か らの距離dが15m,30m,45m,

60mで ある騒音予測区間(区 間長80m)に おける騒音減衰

量をシ ミュレーションにより求めた.音 源の高 さは0.3m,

受音点の高 さは1.2m,建 物の高 さは2階 建てを想定 し7m

で一定 とした.以 上の条件のもと,後 述の8通 りの建物立

地密度について騒音減衰量 を算 出 した.

F2006に よ り得 られ る特定点の騒音減衰 量は,騒 音予

測点において,建 物が存在 しない時の騒音 レベル か ら戸

建て住宅群が存在する時の騒音 レベルを引いた値(以 下,

△LAEと 呼ぶ)で ある.騒 音予測点 は道路 と平行に0.1m

ごとに設定 した(計801点).

2.2建 物立地条件

様々な 住 宅 配 置 にお け る △LAEを 調 べ る た め,

15m×Wsmの 長方形の外周から内側1.5mを 除いた範囲

を"建 物配置エ リア"と し,こ こに1戸 の建物を配置 した

(図一3).Wsは13m～17mの 問で発生 させた一様乱数に

よ り決定 した・建物 は,幅Whが 平均(Ws×0.6)m,分

散1mの 正規分布 に,奥 行きDhが 平均9m,分 散1mの



正規分布 にしたが うと想定 し,乱 数に より建物の大 きさ

を決定 し,建 物配置エ リアにランダムに配置 した.評 価

エ リア全体(100m×60m)の 建物 立地密度Bは0 .200か

ら0.375ま で,0.025刻 みの8種 類 とした(図 一4).こ の と

き,乱 数 を用いて生成 した配置の うちBが 上記のそれぞ

れの値か ら±0.0125を 超 える場合は除外 した.騒 音減衰

量は建物 の配置 ごとに異な り,ま たF2006で は騒音予測

点によっても異なるため,同 一区間内で もば らつ きが生

じるが,建 物の配置状況が同程度で道路か らの距離が等

しい ときには,し かるべき確率分布 に したが うと予想 さ

れ る.そ こで,確 率分布が収束す ると考 えられ る200回

の試行 をそれぞれの建物立地密度について 行った.

2.3戸 建て住宅群による騒音減衰量の予測結果

F2006に よる △LAEの 確率分布 を図一5(棒 グラフ)に 示

す.F2006の 値は道路が見える場合 と見えない場合 とで大

きく異なるため,ど の評価 区間においても △LAEは 広い

範囲に分布 し,そ のほ とん どが2つ の山を持 ってい るこ

とがわか る.道 路か ら受音点までの距離 が長 くなるにつ

れ,ま た建物立地密度が高くなるにつれて,山 の ピークの

△LAEは 小 さい方(よ り減衰 しない)か ら大きい方(よ り

減衰する)へ と変化 し,1つ 目の山(図 中の右側)か ら2

つ 目の山(図 中の左側)へ と移行す る.

したがって,ASJModelが 与える"区 間平均値"は,騒

音 レベルの確率分布がこのように2峰 性 となる場合には代

表値 として適 当でない と考え られる.そ こで本研 究では,

"あ る任意の誤差範囲に含まれ る区間が最も長 く(受 音点

が最も多 く)な るときの △LAE"を 区間代表値 とす ること

を新たに提案す る.

建物立地密度Bと 道路か らの距離dの 組み合 わせ ごと

に,全 受音点数(801点)に 対す る,△LAEの 土3dBの 範

囲内に含まれ る受音点数の割合(以 下,土3dBの 割合 と呼

ぶ)を 図-5(実 線)に 示す(例 えば,.B=0.20,d=15mの

とき,△LAEが 一3dB±3dBの 範囲内に全801点 中の約

90%の 受音点が含まれている).±3dBの 割合の最大値 も,

道路から受音点までの距離が長 くなるにつれ,ま た建物立

地密度が高 くなるにつれて △LAEの 小 さい方(よ り減衰 し

ない)か ら大きい方(よ り減衰す る)へ と変化 している.こ

のとき ±3dBの 割合は,1つ 目の山から2つ 目の山へ と移

行す るとき(例 えば,.B=0.300,d=45や,.B=0.375,

d=30な ど)に ±3dBの 割合 の最大値は60%以 下になる

など,他 と比較 して小 さくなる傾向にある.

各条件における土3dBの 割合の最大値 とその時の △LAE

の値 を表-1に 示す.±3dBの 割合 が最小 のもの はB=

0.250,d=60mの ときの51.3%で あ り,次 いでB=

0.225,d=60mの ときの55.6%で あったが,半 分以上の

条件 では 土3dBの 割合が70%を 超えていることがわかっ

た.こ のことか ら,最 頻値 を捉えた新たな簡易予測法の必

要性が確認できた.

2.4F2006に よる予測か ら導いた簡易予測法

表-1の 騒音減衰量 △LAEか ら,最 頻値を意図 した各区間

の △LAEの 代表値は,山 が1つ 目か ら2つ 目に移行する場

所を除けば,ASJModelで 示 されているalog10(1-B1/b)

のよ うな対数 による減衰傾 向を示 していることがわかる

(図一6の黒丸).そ こで,表 一1の結果を基 に,目 的変数を

△LAE,説 明変数 を建物立地密度B,道 路か らの距離dと

してalog10(1-B1/b)に 補正項cを 加 えた式で回帰 した.

このとき,回 帰モデルはB=0の とき △LAE=0,B=1

のとき △LAEは 発散するもの とした.得 られた回帰式を

式(1)に 示す.な お,本 式によ り得 られ る △LAEは,最

頻値 を意図 した簡易式による予測結果 として,以 下,ASJ

Modelの △Lbldgs,と区別す るために △L*bldgs、と呼ぶ.

た だ し

△Lblgs,:戸 建 て住 宅群 によ る騒 音 減衰 量(dB)

d:道 路 か らの距 離(m)

B:建 物 立地密 度

α:α=126×(1-e-0.0343d)4.72

で あ る.

表一1確率和(±3dBの 割合)の 最大値とそのときの △LAE



図-5△LAEの 確率分布 および ±3dBの 割合の分布



騒音減衰量 △L*bldgs,を図-6(実 線)に 示す.△L直ldg、 は

表一1の結果 とほぼ一致 していることがわかる(決 定係数:

0.99).一 方,ASJMode1の 値(図-6の 破線)はd=15m

を除いて減衰量が大きい方の山の ピーク(図-5の 確 率分

布 を参照)を 捉える傾 向があ り,建 物立地密度 が小 さい場

合は △L*bldgs、と5dB程 度異なる。本式は理論式ではな く

F2006に 基づ く実験式であ り,音 源 の高 さ0.3m,受 音点

の高 さ1.2m,建 物 の高 さ7m,建 物立地密度Bが0.200

～0 .375,道 路か らの距離dが15m～60mの 戸建 て住宅

群 とい う限定 された条件で しか適用できないが,実 際の

戸建 て住宅地はほ とん どこの範 囲であるため,実 用的に

は有用な式であると考 えている.ま た,予 測式か ら算出

された △L*bldgsか ら得 られ る ±3dBの 割合はB=0.25,

d=60mの 時に最 も小 さく45.9%で あったが,他 の条件で

はいずれ も50%を,ま た半数が70%を 超えてお り,幅 広 く

分布す る△LAEの 確率分布 を捉えることができた(表 一2).

表一2△L*bldgsか ら算 出 した±3dBの 割合

図一6騒音減衰量と建物立地密度の関係

3.環 境基準の評価への適用例

本予測法の有効性について検討す るため,図-4に 示 した

8種 の戸建て住宅群の配置例 について,環 境基準 を評価 し

た.用 いた騒音減衰量の予測手法は,(1)ASJRTN-Model

2003,(2)環 境省マニュアル(MOE)6・7),(3)本 論文で提

案 した簡易予測法(△L*bldgs),(4)F2006の4種 である.こ

こで,F2006は 上記4種 の手法の中で最も予測精度が高く,

その予測結果は真値に最 も近い といえる.し たがって,予 測

法の有効性 を検証する上で,F2006で の評価結果 にどれだ

け近い値をとるか とともに,F2006に よる評価結果を上回

らない(環 境基準 を安全側に評価す る)こ とに着 目すること

とした.各 住戸の騒音 レベルを予測するにあた り,小 型車類

が速度50km/hで 定常走行 している交通量6,000台/hの1

車線道路(単 位長さのA特 性パワー レベルLWA=88.2dB

の線音源)に 面 してい るもの とした.す なわち,予 測点の

騒音 レベルをLpA=LwA-10log10d-8+Lxで 算出 し

た.こ こで,△Lxは,ASJModelで は建物群 による減衰

に関する補正値の区間平均値 △bldgs,MOEで は建物群 に

よる減衰量 △Lbuild,筆 者 らの式(1)で は △L*bldgs,F2006

では △LAEを 示す.結 果(環 境基準の達成率)を 図-7に 示

す.こ こで,図-4中 の黒 く網掛けを した住宅が評価対象

である.灰 色に網掛け した住宅は予測可能範囲の外にある

が,道 路か ら1列 目にあるため,す べて環境基準 を超過 し

た住戸 とした.

環境基準を65dBと した場合,建 物立地密度が0.225の



i) When the EQS is equal to 65dB

街 区ではASJModelは 他の予測手法よ り達成率が高 くな

り,一 方で,建 物立地密度が0.300の 街区ではMOEと 式

(1)で の達成率が他の予測法よ りも高 くなっている.そ れ

ら以外の建物立地密度 の街 区では(1)～(3)の どの予測法

もF2006よ り低 く,安 全側 に評価 されている.ま た建物

立地密度が0.325よ り大きい場合は,い ずれの予測手法を

用いても環境基準の達成率は同 じであった.次 に,環 境基

準を60dBに 設定 した場合(道 路の交通量が約3倍 になる

か,も しくは地域類型Cの 夜間の基準に相 当)に ついてみ

てみると,環 境基準を65dBと した場合 と同様 に,建 物立

地密度が大きくなる といずれの予測手法 を用 いて も環境

基準の達成率 は同 じであった.と ころが,建 物立地密度が

0.200～0.275の 場合,MOEと 式(1)は いずれ もF2006に

よる達成率を下回っているものの,ASJModelはF2006

による達成率 を上回っている.こ のことは,今 回対象 とし

た建物配置においては,ASJModelを 用いると環境基準

の達成率が危険側に評価 される可能性が高 くなることを示

している.

4.お わ りに

「騒音に係 る環境基準」の面的評価 に必要な建物群 によ

る騒音減衰量の予測 に関 して,戸 建て住宅地に適用す るた

めの簡易予測式を提案 した.こ の予測式は,建 物背後の評

価 区間において,広 い範囲に分布 し,道 路の見通 しや周囲

の建物配置 の状況によ り2峰 性 の分布 になる騒音減衰量

の確率分布を考慮に入れたものであ り,か つ騒音予測に必

要なパ ラメー タが2つ だけとい う簡便なものである.本

予測手法が対象 とす るのは,音 源高 さ0.3m,受 音点高 さ

1.2m,建 物高 さ7m,建 物立地密度0～0.35,道 路か らの

距離15m～60mの 戸建て住宅地であるが,実 際の戸建て

住宅地に適用可能な実用的な予測式であると考 えている.

ii) When the EQS is equal to 60dB

今後は,受 音点の高さや建物の高さなどの条件が異なっ

た場合についても検討する必要がある.
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